
仕 様 書 

 

１ 件名        放射線治療計画支援システムの購入 

 

２ 品名及び数量    放射線治療計画支援システム 一式 

 

３ システムに備えるべき技術的要件・仕様等 

 別紙 1「システムに備えるべき技術的要件・仕様等（基本的仕様項目）」に示すとおり。 

 

４ 納入期限 令和 6年 9月 30 日 

 

５ 納入場所 名古屋市北区平手町１丁目１番地の１  

名古屋市立大学医学部附属西部医療センター 

陽子線治療センター 治療計画室 

 

６ 指定場所への納入等 

（１）納入に当たり、機器等の搬入、撤去、据付け、結線、設定、及び調整等に関しては、名古屋市立大学

医学部附属西部医療センター（以下「病院」という。）担当者の指示に従うとともに、必要に応じて協

議し、十分調整を行ったうえで実施すること。 

（２）装置の搬入、据付け、動作確認は納期までに終えること。また、据付け、搬送及び納入等に要する費

用及び電話回線については稼働後の回線利用料を含め売渡人の負担とする。 

 

７ 動作確認 

設置された装置は、使用できる状態に調整して引き渡すこと。動作確認に要する費用は、売渡人の負担

とする。 

 

８ 検査 

（１）設置完了後、納入検査を行う。 

（２）納入検査において合格と認められないときは、売渡人は病院担当者の指定する期日までに装置等の

取替え又は補正を行うこと。 

（３）その他、別紙 2「検査指示書」による。 

 

９ その他契約条件 

（１）病院指定のシステムと接続し、その接続費用を本契約に含めること。また、システム側に発生する

諸費用一式を本契約に含めること。 

（２）実運用にむけ具体的なトレーニングをする機会を設けること。 

（３）ハードウェア、ソフトウェアの調整及びネットワーク設定は売渡人が行い、導入装置の各機器の動

作確認及び関連するネットワーク接続機器全体の動作確認を行うこと。 

 

10 付帯事項 

 その他付帯事項として、以下の要件を有すること。 

（１）装置据付関連工事 



  ア 必要に応じて、装置据付に起因する室内改修を行うこと。 

  イ 一次側電源設備以外に必要な電源設備、給排水設備、配管設備がある場合、売渡人において用意

すること。 

ウ 装置の搬入、据付、配管、配線、調整、撤去、既存設備との接続については、病院の診療業務に支

障をきたさないよう病院担当者と協議の上、その指示によること。また、搬入の際には売渡人が立

会い、病院の施設に損傷を与えないよう十分な注意を払うように務め、必要があれば納入経路に養

生等を施すこと。また、万一、病院の建物、設備等に損傷を与えた場合は、売渡人の責任において現

状に復するものとする。 

  エ 必要に応じて、装置使用の如何にかかわらず、温度及び湿度による装置への悪影響を回避する 

ため、一定の温度及び湿度を確保できるようにすること。 

   オ 装置の稼働に必要なケーブル、コネクタ類は全て本契約に含めて用意すること。 

  カ  必要に応じて、工事期間のスケジュールの打ち合わせを事前に行いそのスケジュールに従い完了

すること。 

  キ  必要に応じて、防火区画を貫通配線する場合は、貫通箇所に適法な処置を施すこと。 

  ク 必要に応じて、空調設備が必要な場合は売渡人によって設置すること。 

  ケ  上記、アからクに関し、不都合が生じた場合は、病院担当者の指示に従うこと。 

（２）保守体制 

  ア 納入物品引き渡し後１年間を無償保証期間とする。この期間にソフトウェアのアップデートがあ

った場合は無償にてアップデート可能であること。 

イ  本装置が正常に動作するように、無償保証期間中は定期的に点検、調整を行い、動作に支障が生

じないように努めること。 

ウ 定期的な点検を実施できる体制を有すること。 

  エ 装置の運用を円滑にするための技術サポートを行うこと。 

  オ 保守に関わる装置、機器の消耗品及び劣化した部品は交換可能であること。 

カ 売渡人は、契約時、保守契約費用（定期点検費用及びフルメンテナンス費用等）を提示すること。

また、その提示した費用にて各年度、選択的な保守契約に応じること。 

（３）教育体制 

  ア  装置の据付及び調整終了後、操作指導者を派遣し、操作トレーニングを必要日数行うこと。ま 

た、必要に応じて、導入装置と同式装置にて実際の操作あるいは、オリエンテーションを病院職員

が受ける機会を設けること。 

  イ  装置稼働後も必要に応じて操作指導者を派遣し、操作トレーニングを行うこと。 

  ウ  教育訓練及び取扱説明については、病院が指定する日時・場所で行うこと。 

  エ 各装置の操作マニュアルは、日本語版を病院担当者の求める部数提出すること。 

（４）その他 

  ア 装置に関し必要な耐震対策を講じること。 

  イ 装置の必要に応じ無停電電源装置（UPS）・冷却装置を設置すること。なお、無停電電源装置は、停

電時に 10分以上の電力供給が可能であること。 

ウ 売渡人は、装置納入後に新たに必要と思われる周辺機器が生じた場合、協議に応じること。 

  エ 受注後、詳細設計図面等を速やかに提出するとともに、病院担当者、工事監督員、設計管理者及

び施行業者との連絡を密にし、機器設置（導入）に関わる必要事項について詳細な打ち合わせを行

うこと。 

  オ 付帯設備の変更が必要な場合は、事前承認を得ること。なお、給電、照明等設備の変更が必要な

場合は、承認後着工するものとし、設置工事、内装工事及び設備の変更に関わる費用は、売渡人の



負担とする。 

カ  無償保証期間中に生じたトラブルを十分把握し、期間終了前に完全な機能状態とすること。なお、

期間中の故障状況をその都度報告し、病院担当者の承認を受けること。 

キ 本契約にて納入する本体及び付属品については、納入時における保険診療上の施設基準等を満た

す仕様であること。 

ク その他、本仕様書に記載のない事項については、適宜病院担当者との協議に応じること。 

 

11 妨害又は不当要求に対する届出義務 

（１）売渡人は、契約の履行に当たって、暴力団又は暴力団員等から妨害（不法な行為等で、業務履行の障   

害となるものをいう。）又は不当要求（金銭の給付等一定の行為を請求する権利もしくは正当な利益が

ないにもかかわらずこれを要求し、又はその要求の方法、態様もしくは程度が社会的に正当なものと

認められないものをいう。）を受けた場合は、病院へ報告し、警察へ被害届を提出しなければならない。 

（２）売渡人が前号に規定する妨害又は不当要求を受けたにもかかわらず、前号の報告又は被害届の提出

を行わなかった場合は、競争入札による契約又は随意契約の相手方としない措置を講じることがある。 

 

12 グリーン配送に関する事項 

  別記「グリーン配送に関する特記仕様書」を遵守すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙１ 

システムに備えるべき技術的要件・仕様等（基本的仕様項目） 

 

１ 使用目的 

放射線治療計画支援に用いる。 

 

２ 内訳 

放射線治療計画支援システム 一式 

 

３ 技術的仕様 

（１）放射線治療計画支援システムは以下の要件を満たすこと。 

ア 放射線治療計画支援システムについてライセンス数を追加金額無く、無制限に増やすことが可能

であること。（端末は除く） 

イ アトラスデータベースを元に、CT画像上に自動的に輪郭情報を作成できること。 

ウ 施設独自のアトラスデータベースを作成可能であること。 

エ 過去の CT画像上に作成された輪郭情報をもとにして、現在の CT 画像上に自動的に輪郭を作成で

きること。 

オ 異なる CT画像上で作成された治療計画の線量分布情報において、CT 画像を変化させることによ

り自動的に画像合成し、以前の線量と今回の線量を加算して評価できること。 

カ 4DCT の変形輪郭作成ツールや線量ツールを有すること。 

キ 放射線治療中の患者の変化を自動的に定量化するツールを有すること。 

ク 変形レジストレーション機能で、PET-CT 画像をより正確に治療位置に変形して合わせることが

可能なこと。 

ケ 自動で行った変形フュージョン結果をマニュアル修正する機能を有すること。 

コ メニュー等が日本語表示可能であること。 

サ 自動化ソフトウェアを有すること。 

シ 作成・編集した臓器輪郭及び線量分布データを DICOM RT 形式で出力できること。 

ス 既設の放射線治療計画支援システム端末も使用可能であること。 

セ 既設の放射線治療ネットワークに組み込んだ時、運用に支障がないこと。 

ソ サーバー機用 PC は、CPU6 コア、HDD2TB、メモリ 64GB 以上の端末を 1台用意すること。 

タ クライアント機用 PCは、CPU4 コア、HDD256GB、メモリ 16GB 以上の端末を 1台用意すること。 

チ メインストレージ用外付け HDD（32TB 相当）を有すること。 

ツ メインストレージ用外付け HDD（16TB 相当）を有すること。 

テ 過去データ集約用外付け HDD（28TB 相当）2式を有すること。 

ト 23.8 型相当のワイド液晶ペンタブレット 2式を有すること。 

 

（２）その他 

ア 納入実績があること。 

イ ソフトウェアのアップデートがあること。 

ウ 電話による問い合わせ対応、メールによるオンラインサポートを行うこと。 

 

 

 



 別紙 2 

検査指示書 

 

１ 工程表の提出等 

契約締結後、速やかに本件契約物品の納入日程等について、名古屋市立大学医学部附属西部医療セン

ター運営企画室（以下「運営企画室」という。）の指示を受けること。 

病院が指定する工程表を２部作成し運営企画室に１部提出すること。１部は、控えとして保管するこ

と。 

 

２ 据付け途中の写真撮影等 

据付け後、外部から確認できない機器等については途中で写真撮影等を行い、運営企画室に提出する

こと。 

契約締結後、病院が指定する検査員（以下「検査員」という。）の指示を受けること。 

 

３ 完了検査 

機器の据付けを完了したときは、検査員に報告し、検査員の指定する日に完了検査を受けること。完

了検査の際は、作動させて機能の確認を行うことがある。機器構成、銘柄型番の表示、性能機能等につ

いて説明できる者が立ち会うこと。 

 

４ 納品書の提出 

完了検査を受けた後、ただちに納品書を運営企画室に提出すること。 

 

５ 検査員の指示に従う義務 

売渡人は、検査員の検査に係る指示に従うものとし、検査員から納入物品についての説明、資料提出

等を求められた場合は、速やかに応じるものとする。上記の検査以外にも、履行の確保等のため検査員

が必要と判断した場合は、中間検査を実施することがある。 

 

６ 検査費用の売渡人の負担義務 

上記の手続は、いずれも売渡人がその負担により行うこととし、据付け途中の写真撮影、納品書の提

出等検査に直接要する費用と検査のため変形、変質、消耗又はき損した物品の損失はすべて売渡人の負

担とする。 



グリーン配送に関する特記仕様書 

 

 

（基本事項） 

第1 この契約の相手方（以下「契約業者」という。）は、本契約にかかる公立大学法人名古屋市

立大学（以下「本学」という。）への物品の納入に、自動車（二輪自動車を除く。）を使用す

る場合、グリーン配送を実施するよう努めなければならない。なお、物品の納入業務を他人

に委託する場合は、契約業者から委託を受けて物品の納入を行う事業者（以下「納入業者」と

いう。）に、グリーン配送を実施させるよう努めなければならない。 

 

 注 「グリーン配送」とは、本学が締結する物品の買入れ契約（印刷の発注を含む。）及び物 

品の借入れ契約において、自動車（二輪自動車を除く。）を使用して物品の納入を行おう 

とする事業者（契約の相手方（以下「契約業者」という。）で自ら物品の納入を行う者又 

は契約業者から委託を受けて物品の納入を行う者（以下「納入業者」という。））が、物 

品の納入先（愛知県内に所在する市の機関に限る。）へ適合車両を使用し、かつエコドラ 

イブ（環境に配慮した自動車の運転のことをいう）を実施して物品の納入を行うことをい 

う。 

 

（グリーン配送に使用する車両） 

第 2 グリーン配送に使用する車両は、車種規制非適合車を除く次の自動車とする。 

（1）電気自動車 （2）天然ガス自動車 

（3）メタノール自動車 （4）ハイブリッド自動車 

（5）低排出ガス車かつ低燃費車 （6）燃料電池自動車 

（7）車両総重量 3.5ｔ超のガソリン車・ＬＰガス車・新長期規制適合以降ディーゼル車 

（8）クリーンディーゼル自動車 （9）プラグイン・ハイブリッド自動車 

（10）低排出ガス車 （11）低燃費車 

（12）超低ＰＭ排出ディーゼル車 （13）ＬＰガス貨物自動車 

（14）車両総重量 3.5ｔ超の新短期規制適合ディーゼル車 

（15）その他、環境局長が認めるもの 

 

注 「車種規制非適合車」とは「自動車 NOx・PM 法」に定める窒素酸化物排出基準又は粒子

状物質排出基準に適合しない自動車である。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（別記） 


